別紙様式
平成24年度当初予算　支出科目　　款：商工費　　　項：商工費　　　目：工鉱業振興費
	事業名: 地場産業振興センター特別対策事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　商工労働部　モノづくり振興課　地場産業担当　電話番号：058-272-1111（内3094）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11355@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：10,982(11,106)千円（前年度予算額：10,757千円）

	事業内容


	１　事業の内容


飛騨地域は、豊かな観光資源を有する反面、工業分野では美濃地域と比較して極端に工場立地が少ないため、観光客を対象とした食品・工芸品や、飛騨の匠と評される優れた技術を活かした木工産業などの地場産業が、観光産業と並んで基幹産業となっている。地域経済の活性化のためには、これらの産業を支援していく必要がある。
財団法人飛騨地域地場産業振興センターは、飛騨地域の地場産業を幅広く振興し地域経済の活性化を図ることを目的に、県、地元市町村、商工会議所、産業界等の連携により昭和58年に設置された産業支援機関であり、地元高山市と連携して同センターに対し助成を行うことにより地域経済の活性化を図る。
＜補助金の概要＞
○補助金名：　地場産業振興センター特別対策事業費補助金
○補助対象及び補助率
(1)各種地場産業振興事業の推進事務費（人件費等）
a)高山市を通じた間接補助分

補助対象：各種地場産業振興事業の推進に要する経費（高山市が定める補助対象経費）
補助率　：補助対象経費の２分の１以内　ただし上限３６０万円
b)財団への直接補助分

補助対象：各種地場産業振興事業の推進に要する経費（高山市が定める補助対象経費を除く）
補助率　：知事が別に定める額

(2) 同財団が行う「地場産業活性化対策事業」（事業費）
a)高山市を通じた間接補助のみ
補助対象：同事業に要する経費（高山市が定める補助対象経費）
補助率　：補助対象経費の２分の１以内
 (3) 同財団が行う「新商品開発能力育成事業等」（事業費）
a)財団への直接補助のみ
補助対象：下記の事業に要する経費

①新商品開発能力育成事業
②地域人材確保・養成事業
③地場産品展示・普及事業
補助率　：補助対象経費の２分の１以内
ただし、国庫補助がある事業については国補助金と同額以内
	２　所要経費


(財)飛騨地域地場産業振興センターに対する補助金(間接補助含む)10,982(11,106)千円
[内　訳]
　○高山市を通じた間接補助　計 4,236千円　
(1)振興推進事業     　       3,600千円
・財団人件費等の事務諸経費（高山市補助対象分）
 (2)活性化対策事業       　　   636千円

・「飛騨の味まつり」等の開催経費
　○財団への直接補助      　計 6,746(6,870)千円　
(1)振興推進事業　　　  4,578(4,702)千円
・財団人件費等の事務諸経費（高山市補助対象外分）
(2)地場産品展示・普及事業　　1,768千円
・「飛騨の優良工芸品展示会」等の開催経費
(3)地域人材確保・養成事業　 　 400千円
・「飛騨ものづくり業界後継者啓発研修」の開催経費
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり                              

１　モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる。

・地域ブランドを育成する

・県産品の市場を拡大する
	２　これまでの取組状況


　財団法人飛騨地域地場産業振興センターは、飛騨地域の３市１村（高山市、飛騨市、下呂市、白川村）を広くカバーして地場産業の振興を推進している唯一の機関であり、県補助金を活用して飛騨地域の地場産業の活性化に努めた。
＜２２年度実績＞

財団法人飛騨地域地場産業振興センターが実施した各種の地場産業振興事業

(1)活性化対策事業
・親子で学ぶ地場産業見学会（Ｈ22.7.29　高山市内）
・親子一位一刀彫体験教室（Ｈ22.8.7　地場産センター）
・飛騨の味まつり（春：Ｈ22.5.22～23、　秋：Ｈ22.9.11～12　高山市内）
・第３０回飛騨の伝統的工芸品展[共済事業]（Ｈ22.8.24～29　高山市政記念館）

(2) 地場産品展示・普及事業　

・飛騨の優良工芸品展示会（Ｈ23.3.4～6　横浜）
・飛騨の観光と物産及び工芸品ＰＲ事業（Ｈ22.10.23～24　堺市）
（Ｈ22.11.13～14　防府市）

(3)地域人材確保・養成事業
・飛騨地域ものづくり技術向上研修（Ｈ22.6～Ｈ23.2　６品目）
	３　これまでの取組に対する評価


・　広域での観光・産業連携の有効性が叫ばれるなか、飛騨地域の３市１村（高山市、飛騨市、下呂市、白川村）の官民をとりまとめ地場産業振興を推進していくためのスキームは大変貴重であり、今後も高山市と協力して同財団の支援を継続する必要がある。（たとえば、飛騨地域の官民協力のもと、毎年春と秋に高山市内で開催する「飛騨味まつり」には、２２年度には３市１村から５１社・団体の出店があり、８７，０００人が入場した。）
・　一位一刀彫や飛騨春慶などの伝統的工芸品は、地域イメージを代表する存在でありながら、需要の低迷や後継者不足により厳しい状況にあるため、支援体制の強化が必要である。当財団は地元密着型の支援機関であると同時に、飛騨から首都圏・関西圏に向けて情報発信できる力を持った支援機関として、重要な位置付けとなっている。
・　当財団では、飛騨地域の地場産業の将来を担う後継者を育てるために、地域に住む親子を対象とした企業見学会や体験教室を実施しており、長期的な視点に立った定住促進・地域活性化にも貢献している。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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	事業費
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